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対外投資届出登録(審査承認)報告実施規則（意見募集稿） 
 

株式会社クララオンライン 
コンサルティングチーム 

<要約> 

2019 年 4 月 8 日、商務部対外投資経済合作司は「対外投資届出登録（審査承認）
報告実施細則（意見募集稿）」(以下、「本意見募集稿」という)を公布し、5 月 7 日まで
パブリックコメントを募集した。 

本意見募集稿は、2018 年 1 月に施行された「対外投資届出登録（審査承認）報告暫
定弁法」の実施細則として定められるものである。 

1. 報告が必要な対象 

商務部および省級商務主管部門で「企業海外投資証書」を取得し、対外投資活動を行

う国内の投資主体が対象となる。(2 条) 

2. オンラインで報告する項目 

報告は、商務部業務システム統一プラットフォームの対外投資合作情報サービスから

行う。投資主体の国内出資分は、実際に投資が発生した月の翌月に「対外直接投資統計

制度」の規定に照らして、対外直接投資月度状況を報告する。投資主体の海外出資分は、

最終的な投資目的企業へ投資を行った月の翌月に「対外直接投資統計制度」の規定に照

らして、海外企業を通じた再投資月度状況を報告する。(7 条) 

さらに半年ごとに、直近半年間の出資先海外企業の運営状況および投資に関する障害

の状況を報告する。(8 条) 

中国側の投資額が 1 億米ドル以上かつ中国側が支配権を持つ海外企業の投資主体は、

半年ごとに直近半年間の海外企業の資産・負債・所有者の権益、海外企業の売上額、海

外企業の純利益額、関係する貨物の輸出入額、海外企業の従業員数(中国側、海外側含

む)、海外企業の運営状況についてそれぞれ報告する。(9 条) 
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投資主体が海外で買収を行う場合、入札または管轄機構が当該情報の公開を免除する

か公開の延期を認めた場合を除き、買収の合意から 5 日以内に報告する。(11 条) 

投資主体が投資する海外企業が突発的事件や重大な不利益を被る事件に遭った場合、

原則として 24 時間以内に報告する。具体的には、製造工程における重大な事故、テロ

や誘拐事件、社会の治安に関わる事件や群発的な事件、衛生や疾病に関わる重大な事件、

地震や洪水などの自然災害、戦争・政変・政府のデフォルト・外貨統制、重大な不利益

を被る世論の報道、その他の報告が必要な状況が該当する。(14 条) 

3. 違反に対する処分

商務主管部門は定期的にサンプリング調査を行い、報告が期限内に行われたか、情報

が真実か、情報がそろっているかを審査し、結果を公開する。(18 条) 

投資主体が報告義務を履行していない場合、あるいは報告に漏れ、間違い、虚偽の内

容があった場合、および企業海外投資証書の取消手続きを行っていなかった場合、商務

主管部門は状況に応じて修正を求めるほか、関連する業界団体や金融機関に通知し、法

令違反情報を全国信用情報共有プラットフォームに書き込むなどの措置をとる。(19 条) 

●原文(中国語)
http://hzs.mofcom.gov.cn/article/aa/201904/20190402850643.shtml

本レポートは「中国法令アラートサービス 2019 年 4 月号」の内容を一部抜粋、編集したもので

す。「中国法令アラートサービス」では、最新の法令・制度変更に関する詳細および予想される

影響、クララオンラインが実務で得た動向変化に関する情報等を毎月レポート形式でお届けし

ています。 https://www.clara.jp/consulting/ 

 本レポートに含まれる情報は一般的なご案内であり、包括的な内容であることを目的としており
ません。また法律・条令の適用と影響は、具体的な状況によって大きく変化いたします。具体的
な事業展開にあたってはクララオンライン コンサルティングサービスチームより御社の状況に
特化したアドバイスをお求めになることをおすすめいたします。また本書の内容は 2019 年 9 月
17 日時点で編集されたものであり、その時点の法律及び情報、為替レートに基づいています。

本書はクララオンライン コンサルティングサービスチームにより作成されたものです。クララオンライン
の中国、台湾、韓国、シンガポールなどアジア各国のビジネスコンサルティングサービスに関するお問い合
わせは以下の連絡先までお気軽にご連絡ください。sales@clara.ad.jp または +81(3)6704-0777(代表) 
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